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はじめにー１ 
• UN (2003) の分類によれば、東アジア（南欧、オ

ーストリア、カナダ、ドイツと同様）の特徴は高い
初産年齢、高い無子割合、低い２子以上割合 

• そのほか、東アジアの特徴として晩婚、高い国
際結婚割合、低い同棲割合、高い出生性比（日
本を除く）、低い婚外子割合といった特徴もある
と言われてきた 

• しかし、近年、少なくとも短期間の同棲は増加し
ている可能性を示す調査結果がある（日本、韓
国、台湾、シンガポール、中国） 



はじめにー２ 
• Lesthaeghe(2010)の「第２の人口転換」（SDT）論の

拡張によれば、日本、韓国、シンガポールの晩産
化は欧米とほぼ同じ価値観関連要因によるもので
あるが、日本の場合だけ宗教・世俗化関連要因の
効果が逆方向となるものが多い 

• 北西欧でSDTの背景とされた世俗化や脱物質主

義化といった価値観変化は近年の日本をはじめと
する東アジアのSDTには当てはまらず、世俗化と

脱物質主義化の逆転が少子化・晩産化を促進して
いる可能性もある 
 
 



はじめにー３ 
• SDTの一側面とされる同棲の東アジアでの増
加も価値観変化に関連している可能性がある 

• Li et al.(2011)は米国女性よりもシンガポール

女性の方が物質主義的で結婚・出生を抑制す
る傾向があることを見いだしている 

• 日本でも山田（2010）がいうような1998年以降

の経済状況の悪化による若年女性における専
業主婦志向の高まりとそれに伴って生じたと思
われる男性配偶者の所得に期待する水準の高
まりも物質主義の現れか 
 



はじめにー４ 
• 他方、東日本大震災で超越的な力の脅威を実
感し、結婚ブームが生じたことを考えると宗教的
価値観の影響を無視できない 

• Kojima（2006）は日韓台における宗教の出生意

識に対する影響を明らかにし、日本では特に若
年層でその影響が強いことを示した 

• 欧米でも宗教復興・原理主義拡大や経済危機・
停滞による世俗化や脱物質主義化の逆転の可
能性がある・・・フランスでのLAT（別居型パート
ナー関係）増加（Regnier-Loilier &Villeneuve-
Gokalp 2009）や異性間PACS（連帯市民協約）
急増（Davie 2011）も関連？ 
 



同棲の追加関連要因ー１ 

• 2009年内閣府調査を用いた20-49歳男女におけ
る同棲等の関連要因の分析のため、小島（2009）
の変数群に加え、宗教、勤務先属性（公務・民間）
、週労働時間区分のそれぞれと年齢階級の交差
項を追加投入したところ、３カ国でそれらの関連
が強く出る場合が少なくないことが示された 

• 日本人男性では宗教関連変数の交差項の関連
がないが、日本人女性では若干の関連がある 

• 韓国人では女性よりも男性で宗教関連変数の交
差項の関連が強いが、シンガポールでは同程度 



同棲の追加関連要因ー２（宗教） 
• 日本では、40-44歳の無宗教の女性が同棲中であ
る可能性が高く、25-29歳の無宗教の女性が同棲
経験をもつ可能性が高いが、40-44歳の宗教をも
つ女性は同棲経験をもつ可能性が低い 

• 韓国では、30-34歳の仏教徒男性と35-39歳で宗
教をもつ男性が同棲経験をもつ可能性が高い 

• シンガポールでは35-39歳・40-44歳のカトリックと
ムスリム（イスラーム教徒）の男性と35-39歳・45-
49歳のプロテスタントの男性が同棲中の可能性が
高く、30-34歳のプロテスタントの男性が同棲経験
をもつ可能性が高い 



同棲の追加関連要因ー３（就業） 
• 日本人男性では40-44歳の公務員と20-24歳
の民間企業勤務者、30-34歳の週労働時間が
21-40時間の者と35-39歳の週労働時間が61
時間以上の者が同棲中の可能性が高いが、
40代前半以外の公務員では同棲経験をもつ
可能性が低い 

• 日本人女性では25-29歳の週労働時間が21-
40時間の者、20-24歳、25-29歳、40-44歳の週
労働時間が41-50時間の者で同棲中の可能
性が高い 



同棲の追加関連要因ー４（就業） 
• 韓国人男性では30-34歳・45-49歳の週労働時間が

61時間以上の者で同棲経験をもつ可能性が高い
が、韓国人女性では35-39歳の週労働時間が41-
50時間、30-34歳の週労働時間が51-60時間の者
で同棲経験をもつ可能性が高い 

• シンガポール人男性では20-24歳の週労働時間が
41-50時間・61時間以上の者と30-34歳の週労働時
間が61時間以上の者で同棲中の可能性が高く、
25-29歳の週労働時間が41-50時間の者で同棲経
験をもつ可能性が高い 

• ３カ国で男性（日韓では女性も）の長時間労働は同
棲との関連が強い 



結婚促進政策ー１ 
東アジアの家族政策の特徴 
• 結婚促進政策の明示的考慮 
結婚促進政策についての選好（2009年内閣府調査） 
• 結婚生活の安定のための賃上げ、雇用対策 (日
本・シンガポール) 

• 結婚・住宅に対する資金援助（韓国） 
• 内閣府調査では結婚促進政策として同棲等の新
たなパートナー関係に対する支援に関する選択肢
は含まれていないが、同棲経験者が増えている状
況に鑑みると含める方が良いのではないか 



結婚促進政策ー ２（内閣府 2009） 



結婚促進政策支持の関連要因ー１ 
「結婚促進政策」全般の支持（非有配偶者） 
• 日本人男性では30-34歳の民間企業勤務者と週労
働時間21-40時間の者が支持し、日本人女性では
30-34歳の者が支持しない傾向 

• 韓国人男性では大都市居住者と週労働時間41-50
時間の者、韓国人女性では中小都市居住者、中
所得、高所得の者が支持する傾向 

• シンガポール人男性では同棲経験者、20-24歳プ
ロテスタント、40-44歳の宗教をもつ者、20-24歳・
45-49歳の週41-50時間労働の者、シンガポール人
女性では週51-60時間の者で支持しない傾向 



結婚促進政策支持の関連要因ー２ 
「賃上げ」の支持（非有配偶者） 
• 日本人男性では25-29歳の者、45-49歳の仏教
徒が支持する傾向、日本人女性では25-29歳・
40-44歳の民間企業勤務者が支持し、同棲経験
者と25-29歳の高卒者が支持しない傾向 

• 韓国人女性では25-29歳・30-34歳の週労働時間
が51-60時間の者が支持する傾向 

• シンガポール人男性ではインド系、低学歴、高
卒の者が支持し、20-25歳の公務員が支持しな

い傾向、シンガポール人女性では週労働時間が
51-60時間の者が支持しない傾向 



結婚促進政策支持の関連要因ー３ 
• 「雇用対策」の支持（非有配偶者） 
• 日本人男性では20-24歳の仏教徒、失業者が支

持し、日本人女性では同棲経験者が支持する傾
向 

• 韓国人男性では25-29歳のプロテスタント、20-24
歳の宗教をもつ者、週労働時間が21-40時間の者
、韓国人女性では週労働時間が41-50時間の者
が支持する傾向 

• シンガポール人男性では無宗教の者が支持しな
い傾向、シンガポール人女性では30-34歳の宗教
をもつ者、25-29歳の公務員が支持する傾向 
 



結婚促進政策支持の関連要因ー４ 
• 「結婚・住宅資金援助」の支持（非有配偶者） 
• 日本人男性では30-34歳高卒、40-45歳正規

雇用の者で支持し、パートナーなしの者で支
持しない傾向があり、日本人女性では公務員
で支持する傾向 

• 韓国人男性では週労働時間21-40時間の者
が支持し、20-24歳の者が支持しない傾向、韓

国人女性では宗教をもつ者が支持し、週労働
時間が21-40時間の者が支持しない傾向 

• シンガポール人女性では40-44歳の仏教徒が
支持する傾向 



おわりにー １ 
• ３カ国で長時間労働の者、同棲経験者、宗教をも
つ者が結婚支援施策を支持する傾向があるし、
同棲経験自体も長時間労働や宗教と関連がある
ように見受けられる 

• 日本では宗教の影響が弱いが、韓国はキリスト教
国化しつつあるようにも見受けられるし、シンガポ
ールでは民族の影響とは別に宗教の影響がある
ことが窺われる・・・実際、SDT論の源流の１つとな
った「世界価値観調査」に基づくInglehartのグロー
バル文化マップ（WVS 2011）によれば、2000年代

半ばにかけて韓国・中国が台湾よりも世俗的でな
くなっている 



おわりにー ２ 
• Loffler (2009)によれば、政府の若年層支援が
少ない状況では、若年層支援の責任が家族に
よって担われるため、家族の状況と市場の状況
によって結婚、同棲等のパートナー関係を含む
ライフコースに関する意思決定が左右されがち
である 

• 東アジア型「第２の人口転換」の状況下では同
棲等の新たなパートナー関係に対する支援も含
む結婚促進政策を、若年層の賃金・労働条件を
考慮するだけでなく、宗教的価値観を尊重しな
がら実施することが必要とされているのではな
いか 
 



おわりにー ３ 
• Kojima and Rallu (1997/1998)によれば、1980年代

半ばまでは日仏が類似した年齢別出生力パター
ンを示していたが、日本では30代以降のキャッチ

アップの出生や同棲等によるパートナー関係から
の出生が少ないため、差が大きくなった 

• 2010年内閣府調査を分析した松田（2011）は否定
的であるが、2009年内閣府調査の今回の分析結
果からみて、PACSのような制度によって結婚と同

棲の中間形態のパートナー関係を認知してその
維持・発展を象徴的・物質的に支援する政策が結
婚・出生促進効果をもつ可能性があるように思わ
れる（農村では1960年代まで「足入れ婚」が存在） 
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